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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期 

第１四半期連結 
累計期間 

第51期 
第１四半期連結 

累計期間 
第50期 

会計期間 

自 平成25年 
   ４月１日 
至 平成25年 
   ６月30日 

自 平成26年 
   ４月１日 
至 平成26年 
   ６月30日 

自 平成25年 
   ４月１日 
至 平成26年 
   ３月31日 

売上高 （千円） 3,525,442 4,563,963 19,332,886 

経常損益（△は損失） （千円） △244,502 55,443 488,105 

四半期（当期）純損益（△は損失） （千円） △159,680 37,061 319,941 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △154,965 100,086 359,689 

純資産額 （千円） 6,385,529 7,004,623 6,894,249 

総資産額 （千円） 16,534,587 18,303,801 17,766,674 

１株当たり四半期（当期）純損益金額

（△は損失） 
（円） △21.66 5.03 43.41 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 38.6 38.3 38.8 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等を含んでおりません。

３. 第51期第１四半期連結累計期間及び第50期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４. 第50期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績に関する分析

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、為替の安定などを背景とした企業収益の改善に伴い、緩や

かな回復基調が見られたものの、４月に実施された消費税率引き上げによる景況感の小幅な悪化もあり、依然と

して先行き不透明な状況で推移しました。

 当社グループが関連する建設業界におきましても設備投資は堅調な推移である一方、労務単価や建設資機材価

格の高騰は続いており、利益確保に向け楽観視できない状況が続いております。

 このような状況の下、 当社グループの当第１四半期の連結業績につきましては、売上高は45億63百万円（前

年同四半期比29.5％増）となりました。収益面につきましては、完成工事高の増加に伴う増益により、経常利益

55百万円（前年同四半期は経常損失２億44百万円）、四半期純利益37百万円（前年同四半期は四半期純損失１億

59百万円）となりました。

 セグメント別の売上高は以下のとおりであります。

［ファスナー事業］

 「あと施工アンカー」をはじめとする建設資材の販売は減少したものの、耐震関連工事の売上増加により、売

上高は12億45百万円（前年同四半期比3.8％増）となりました。

［土木資材事業］

 当社グループの独自工法である「FIT工法」に係る土木資材の販売が伸び悩み、売上高は13億47百万円（前年

同四半期比2.8％減）となりました。

［建設事業］

 繰越手持工事高の増額に伴う完成工事高の増加により、売上高は19億70百万円（前年同四半期比109.7％増）

となりました。

①営業利益、経常利益の状況

 販売費及び一般管理費につきましては、９億83百万円（前年同四半期比3.9％減）となり、完成工事高の増加

に伴う増益により、営業利益46百万円（前年同四半期は営業損失２億52百万円）となりました。また、営業外損

益につきましては前期とほぼ同額の損益となり、経常利益55百万円（前年同四半期は経常損失２億44百万円）と

なりました。

 ②四半期純利益の状況

 法人税等調整額を計上した結果、四半期純利益37百万円（前年同四半期は四半期純損失１億59百万円）となり

ました。

(2）財政状態に関する分析

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ５億37百万円増加し、183億３百万

円（前年同四半期比10.7％増）となりました。これは主として現金及び預金の増加によるものであります。

 また、負債につきましては、主として未成工事受入金及び前受金の増加により、前連結会計年度末に比べ４億

26百万円増加し、112億99百万円（前年同四半期比11.3％増）となりました。

 なお、純資産につきましては、主としてその他有価証券評価差額金の増加により、前連結会計年度末に比べ１

億10百万円増加し、70億４百万円（前年同四半期比9.7％増）となり、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ

0.5ポイント減少となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15百万円（前年同四半期比13.6

％増）であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,970,000

計 18,970,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,378,050 同左
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 7,378,050 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年4月1日～

平成26年6月30日
－ 7,378,050 － 565,295 － 376,857

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       7,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,369,900 73,699 －

単元未満株式 普通株式         250 － －

発行済株式総数 7,378,050 － －

総株主の議決権 － 73,699 －

（注）上記「単元未満株式数」には、当社保有の自己株式88株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数

（株）

他人名義所
有株式数

（株）

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ケー・エフ・

シー

大阪市北区西天満３－２

－17
7,900 － 7,900 0.11

計 － 7,900 － 7,900 0.11

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、7,988株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,853,783 3,246,629 

受取手形及び完成工事未収入金等 6,021,563 5,436,603 

未成工事支出金 289,374 371,702 

商品 777,843 1,114,424 

繰延税金資産 69,465 54,812 

その他 479,375 593,771 

貸倒引当金 △1,324 △1,179 

流動資産合計 10,490,080 10,816,764 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,470,874 1,456,916 

機械装置及び運搬具（純額） 90,970 98,472 

工具、器具及び備品（純額） 17,900 18,830 

土地 4,230,438 4,230,438 

リース資産（純額） 177,114 175,214 

有形固定資産合計 5,987,298 5,979,873 

無形固定資産    

その他 78,417 74,546 

無形固定資産合計 78,417 74,546 

投資その他の資産    

投資有価証券 982,965 1,091,972 

退職給付に係る資産 － 17,942 

その他 208,665 306,859 

貸倒引当金 △16,624 △16,748 

投資その他の資産合計 1,175,006 1,400,026 

固定資産合計 7,240,722 7,454,446 

繰延資産    

社債発行費 35,871 32,590 

繰延資産合計 35,871 32,590 

資産合計 17,766,674 18,303,801 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び工事未払金等 5,148,448 5,374,063 

短期借入金 200,000 100,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,009,000 973,000 

1年内償還予定の社債 610,000 610,000 

未払法人税等 86,440 6,893 

未成工事受入金及び前受金 37,573 726,325 

賞与引当金 114,077 24,120 

その他 494,388 471,254 

流動負債合計 7,699,928 8,285,657 

固定負債    

社債 1,120,000 1,120,000 

長期借入金 1,744,000 1,628,000 

繰延税金負債 38,297 122,886 

退職給付に係る負債 129,575 － 

その他 140,623 142,633 

固定負債合計 3,172,496 3,013,520 

負債合計 10,872,424 11,299,177 

純資産の部    

株主資本    

資本金 565,295 565,295 

資本剰余金 376,857 376,857 

利益剰余金 5,815,607 5,862,957 

自己株式 △4,775 △4,775 

株主資本合計 6,752,984 6,800,334 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 146,656 207,769 

退職給付に係る調整累計額 △5,391 △3,479 

その他の包括利益累計額合計 141,264 204,289 

純資産合計 6,894,249 7,004,623 

負債純資産合計 17,766,674 18,303,801 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高    

商品売上高 2,190,371 2,076,829 

完成工事高 1,335,071 2,487,134 

売上高合計 3,525,442 4,563,963 

売上原価    

商品売上原価 1,685,324 1,579,401 

完成工事原価 1,069,286 1,954,196 

売上原価合計 2,754,610 3,533,597 

売上総利益    

商品売上総利益 505,047 497,427 

完成工事総利益 265,784 532,937 

売上総利益合計 770,831 1,030,365 

販売費及び一般管理費    

販売費及び一般管理費合計 1,023,489 983,930 

営業利益又は営業損失（△） △252,657 46,435 

営業外収益    

受取利息 160 284 

受取配当金 11,404 12,499 

仕入割引 274 351 

受取家賃 8,925 8,827 

技術提供収入 3,466 3,668 

その他 5,309 5,249 

営業外収益合計 29,539 30,880 

営業外費用    

支払利息 12,316 12,932 

支払手数料 3,344 2,911 

その他 5,722 6,028 

営業外費用合計 21,383 21,872 

経常利益又は経常損失（△） △244,502 55,443 

特別利益    

固定資産売却益 543 － 

特別利益合計 543 － 

特別損失    

固定資産除却損 0 － 

特別損失合計 0 － 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△243,959 55,443 

法人税、住民税及び事業税 1,336 2,343 

法人税等調整額 △85,615 16,038 

法人税等合計 △84,278 18,381 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△159,680 37,061 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △159,680 37,061 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△159,680 37,061 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 4,715 61,113 

退職給付に係る調整額 － 1,911 

その他の包括利益合計 4,715 63,024 

四半期包括利益 △154,965 100,086 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △154,965 100,086 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下 

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づ

く割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が129,575千円減少し、退職給付に係る資

産が10,548千円、利益剰余金が91,358千円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

  １ 手形債権流動化

 手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形の債権流動化による譲渡高 200,613千円 －千円

 

２ 偶発債務

社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成26年６月30日）

㈱ケー・エフ・シー第17回無担保社債 10,000千円 10,000千円

㈱ケー・エフ・シー第18回無担保社債 20,000 20,000

㈱ケー・エフ・シー第19回無担保社債 20,000 20,000

合計 50,000 50,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

 建設業界の受注形態の特性上、季節的変動があり、とりわけ公共事業関連の工事については予算の執行上、年度

末に向けて完工物件が多くなる傾向があるため、当社グループの業績についても、下期偏重となる傾向にありま

す。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 51,641千円 48,909千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

 １．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 

定時株主総会
普通株式 36,854 5  平成25年３月31日  平成25年６月24日 利益剰余金

 
２．株主資本の金額の著しい変動

    該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

 １．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日 

定時株主総会
普通株式 81,070 11  平成26年３月31日  平成26年６月23日 利益剰余金

 
２．株主資本の金額の著しい変動

    該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  ファスナー 土木資材 建設 計 

売上高          

外部顧客への売上高 1,199,415 1,385,998 940,028 3,525,442 3,525,442 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － － － － 

計 1,199,415 1,385,998 940,028 3,525,442 3,525,442 

セグメント損失（△） △95,205 △85,078 △64,218 △244,502 △244,502 

（注）セグメント損失は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  ファスナー 土木資材 建設 計 

売上高          

外部顧客への売上高 1,245,288 1,347,882 1,970,792 4,563,963 4,563,963 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － － － － 

計 1,245,288 1,347,882 1,970,792 4,563,963 4,563,963 

セグメント利益又は損失（△） 43,646 △50,799 62,596 55,443 55,443 

（注）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損益金額（△は損失） △21円66銭 5円03銭

（算定上の基礎）    

四半期純損益金額（△は損失）（千円） △159,680 37,061

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損益金額（△は損失）

（千円） 
△159,680 37,061

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,370 7,370

（注）１.当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２.前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月６日

株式会社ケー・エフ・シー 

取締役会 御中 

 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 高木  勇  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 宮内  威  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケー・

エフ・シーの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケー・エフ・シー及び連結子会社の平成26年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成26年８月８日

【会社名】 株式会社ケー・エフ・シー

【英訳名】 ＫＦＣ，Ｌｔｄ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 髙田 俊太

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市北区西天満３丁目２番17号

【縦覧に供する場所】 株式会社ケー・エフ・シー東京本社

（東京都港区芝公園２丁目４番１号 芝パークビルＢ館11階）

株式会社ケー・エフ・シー横浜営業所

（横浜市都筑区大丸８番４号 都筑岩澤ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役髙田俊太は、当社の第51期第１四半期（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


